
365 334 -31 -9% 334 370 36 10.8%

10 8 -2 -20% 8 7 -1 -12.5%

39 31 -8 -21% 31 29 -2 -6.5%

37 38 1 3% 38 22 -16 -42.1%

88 73 -15 -17% 73 75 2 2.7%

35 49 14 40% 49 36 -13 -26.5%

34 40 6 18% 39 39 0 0.0%

186 217 31 17% 217 239 22 10.1%

39 43 4 10% 43 43 0 0.0%

16 17 1 6% 17 13 -4 -23.5%

27 29 2 7% 29 30 1 3.4%

1 9 8 800% 9 11 2 22.2%

99 83 -16 -16% 83 92 9 10.8%

976 971 -5 -1% 971 1,006 35 3.6%

4 1 -3 -75% 1 4 3 300.0%

182 161 -21 -12% 161 127 -34 -21.1%

368 406 38 10% 406 370 -36 -8.9%

97 99 2 2% 99 79 -20 -20.2%

164 147 -17 -10% 147 107 -40 -27.2%

714 714 0 0% 714 604 -110 -15.4%

118 179 61 52% 179 151 -28 -15.6%

779 792 13 2% 792 773 -19 -2.4%

5 12 7 140% 12 3 -9 -75.0%

902 983 81 9% 983 927 -56 -5.7%

9 3 -6 -67% 3 6 3 100.0%

7 5 -2 -29% 5 7 2 40.0%

93 85 -8 -9% 85 80 -5 -5.9%

560 592 32 6% 592 600 8 1.4%

97 94 -3 -3% 94 89 -5 -5.3%

327 328 1 0% 328 340 12 3.7%

109 125 16 15% 125 117 -8 -6.4%

46 50 4 9% 50 47 -3 -6.0%

204 196 -8 -4% 196 245 49 25.0%

103 96 -7 -7% 96 97 1 1.0%

147 134 -13 -9% 134 122 -12 -9.0%

694 721 27 4% 721 725 4 0.6%

2,380 2,421 41 2% 2,421 2,462 41 1.7%

4,992 5,098 106 2% 5,098 5,016 -82 -1.6%
　注）１．平成27年発生件数は平成28年4月9日に確定。
　　　２．陸上貨物取扱業には道路貨物運送事業を含む。
　　　３．木造家屋建設業は建築工事業の内数である。
　　　４．労働者死傷病報告（様式第23号）に基づく統計である。

合  　　　　　　計

そ
　
の
　
他
　
の
　
事
　
業

小          計

小 売 業

業種別労働災害発生状況（休業4日以上）
千葉労働局

区 分

業　　 種

平成25年・26年の災害 平成26年・27年の災害（確定）

25年 26年
対前年
増減

増減率
％

26年 27年
対前年
増減

増減率
％

製
　
　
　
　
造
　
　
　
　
業

食 料 品 製 造 業

繊 維 ・ 繊 維 製 品 製 造 業

木 材 ・ 木 製 品 ・ 家 具 製 造 業

紙 製 造 ・ 印 刷 製 本 業

化 学 工 業

電 気 ・ ガ ス ・ 水 道 業

そ の 他 の 製 造 業

小          計

窯 業 ・ 土 石 製 品 製 造 業

鉄 鋼 ・ 非 鉄 金 属 製 造 業

金 属 製 品 製 造 業

一 般 機 械 器 具 製 造 業

電 気 機 械 器 具 製 造 業

輸 送 用 機 械 器 具 製 造 業

取

扱

業

運

輸

貨

物

運 輸 交 通 業

陸 上 貨 物 取 扱 業

港 湾 荷 役 業

小          計

林            業

建
　
設
　
業

土 木 工 事 業

建 築 工 事 業

木造家屋建設業(内数)

そ の 他 の 建 設 業

小          計

飲 食 店

ゴ ル フ 場 の 事 業

清 掃 ・ と 畜 業

漁            業

卸 売 業

医 療 保 健 業

ビ ル メ ン テ ナ ン ス 業

旅 館 業

鉱            業

上 記 以 外 の 事 業

社 会 福 祉 施 設


